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衆議院内閣委員会ニュース 

平成 29.6.7 第 193回国会第７号 

 

6月 7日（水）、第７回の委員会が開かれました。 

 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

緒 方 林太郎君（民進） 

・金塊の密輸が福岡市を中心に全国で相次いでおり、反社

会勢力の資金源になっているとも言われるが、警察の対

応について、松本国家公安委員会委員長に伺いたい。 

・前川前文部科学事務次官（以下「前事務次官」という。）

の辞職の経緯は、人事に係る情報であり、国家公務員法

上漏らしてはならない秘密に該当するものではないか、

菅内閣官房長官に伺いたい。 

・学校法人加計学園における獣医学部新設に係る文書につ

いて、共有フォルダを調査したところ当該文書の存在は

確認できなかったとのことであるが、個人のパソコンで

あっても行政文書が保存されている可能性があるため、

調査する必要があると考えるが、義家文部科学副大臣の

見解を伺いたい。 

 

神 山 洋 介君（民進） 

・天下りの全府省調査について、現在の進捗状況及び調査

結果を公表する時期を山本国務大臣に伺いたい。 

・学校法人加計学園における獣医学部新設に係る文書につ

いて、菅内閣官房長官はその真偽を確認したうえで、偽

物だと言っているのか。 

・文部科学省は当該文書の存在を確認できなかったと発表

しているが、それは文書がなかったということか。 

 

木 内 孝 胤君（民進） 

・学校法人加計学園をめぐる問題の経緯に関し、前事務次

官に対する証人喚問を行い、事実関係を明らかにする必

要があると考えるが、菅内閣官房長官の認識を伺いたい。 

・平成 29年６月５日の衆議院決算行政監視委員会における

菅内閣官房長官の答弁が事実と異なる等として、前事務

次官の代理人が公表した文書について、菅内閣官房長官

の見解を伺いたい。 

・今後の経済財政政策及び日本銀行総裁の後継人事につい

て、菅内閣官房長官の決意を伺いたい。 

 

島 津 幸 広君（共産） 

・高齢者の運転免許自主返納に関し、都道府県の運転適性

相談窓口に看護師等の専門職員を配置している都道府県

はどのくらいあるか。また、全国的な取組として広がら

ない理由は何か。 

・公共交通による移動手段がない高齢者がタクシー代等に

多額の出費を強いられている現状について加藤国務大臣

の見解を伺いたい。 

・運転免許自主返納者に対するタクシー利用料金の割引制

度に関し、割引分をタクシー乗務員が負担している現状

について加藤国務大臣の見解を伺いたい。 

 

浦 野 靖 人君（維新） 

・災害による停電時に使われる非常用発電機の点検や、「非

常電源点検票」による報告が適切に行われていない実態

があるとの指摘があるが、政府の見解を伺いたい。 

・非常電源点検票が全ての事例で適切に作成されるように

するため、政府としてどのような方策を考えているか、

伺いたい。 

・マンション内に設置された保育所等について、それぞれ

の自治体の裁量により、当該マンションの住人の子ども

が優先的に入所できるようにすることが可能かどうか、

政府の見解を伺いたい。 

 

宮 崎 岳 志君（民進） 

・前事務次官が出会い系バーに出入りしていたことに対す

る菅内閣官房長官による批判は、出会い系バーに出入り

していたこと以上に、何か不適切な行為や違法行為に関

わっていたという根拠を持っていることによるものか、

１ 内閣の重要政策に関する件、公務員の制度及び給与並びに行政機構に関する件、栄典及び公式制度に関する件、男女

共同参画社会の形成の促進に関する件、国民生活の安定及び向上に関する件及び警察に関する件 

・菅国務大臣、松本国務大臣、加藤国務大臣、山本国務大臣、義家文部科学副大臣、島田総務大臣政務官、三木財務大

臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行いました。 



本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 
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菅内閣官房長官の見解を伺いたい。 

・前事務次官の主張では、平成 29年１月５日に前事務次官

が杉田内閣官房副長官に対し辞任の意向を示したとのこ

とだが、そのような事実はあるのか、菅内閣官房長官の

見解を伺いたい。 

・天下りの全府省調査について、今国会内に公表するのか、

山本国務大臣の見解を伺いたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律の一部を改正する法律案起草の件 

 ・秋元委員長から趣旨説明を聴取しました。 

 ・採決を行った結果、全会一致をもって起草案を成案とし、これを委員会提出の法律案とすることに決しました。 

  （賛成－自民、民進、公明、共産、維新） 


